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第二章 現行業務・システムの現状と課題

１．現状調査の実施

１－１．現状調査の目的と対象システム

○○

○Web注3

後期高齢者介護保険国民年金国民健康保険
税務情報

保険年金課資格管理、保険料、給付19 高齢介護課資格管理、保険料、給付18 ○保険年金課資格（取得・喪失）17 ○税務課保険料（賦課、収納）16 ○保険年金課資格（取得・喪失）15 ○税収納・滞納管理14 ○法人住民税13 ○軽自動車税12 ○固定資産税（償却資産税、都市計画税含む）11 ○町県民税10 ○税務課宛名管理（住登外、法人、送付先、口座）9 ○教育委員会学校教育課社会教育課教育（学齢簿、成人式、就学援助、幼稚園）8 ○総務課選挙（名簿、期日前・不在者、当日受付等）7 ○住基ネット6 ○人口統計5 ○戸籍4 ○印鑑登録3 外国人登録2 ○住民課住民基本台帳住民記録1 PC注4他C/S注2システム形態主管課業務中分類業務大分類No.対象システム
平成１３（２００１）年度から総合行政情報システムネットワークの構築に着手して８年

が経過し、職員一人に一台のパソコンも行き渡り、各種業務もシステム化され、 必要

最低限のインフラ注1は整ってきていますが、システム化した結果に対する客観的な検
証や評価が十分に行われてきたとは言えない状況にあります。

現行業務・システムのあり方及び将来的な情報推進の方向性について検証・検討す

るために、まずは現行システムの現状把握と可視化を行い、課題を抽出しました。
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○契約管理31 ○

Web

ネットワーク・アウトソーシング管理人事給与
財務会計公営住宅下水道健康管理医療費助成障害者福祉高齢者福祉社会福祉

○総務課ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ管理33 職員課人事給与32 ○財産管理30 ○起債管理29 ○財政課財務会計28 ○住宅使用料27 監理課 ○下水道課受益者負担金、水洗便所貸付26 ○健康推進課健康管理25 ○保険年金課医療費助成24 ○福祉課障害者福祉23 ○高齢介護課高齢者福祉22 ○福祉課生活保護等21 ○福祉課児童手当、保育料等児童福祉20 PC他C/Sシステム形態主管課業務中分類業務大分類No.

注1）インフラ…コンピュータシステムを有効的に機能させるための基盤として必要となる設備注2） C/S …..…情報資源を集中管理する「サーバ」と、その資源を利用する「クライアント」で構成されたシステム注3）Web ……ネットワークを通じWebブラウザ上で情報やサービスを利用するシステム注4） PC  …..…パソコン単体でサービスを利用するシステム
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（参考）調査の実施方法と手順

事前調査・「問題点・ニーズ調査調査票票」」作成作成「 題点問題点・・ ズニーズ調査票」配配布・回収タ ーインタビュー補足資補足資料のの収集収集
・システム基本情報、ITコスト調査の事前調査を実施・調査を実施する「問題点・ニーズ調査票」及び「インタビューシート」設計・作成・担当課に対して「問題点・ニーズ調査票」を配布・回収・「インタビューシート」に基づくインタビューの実施（一部業務を除く）・「問題点・ニーズ調査票」の内容ヒアリングの実施・調査結果を補完するデータの収集・データ内容の確認

調査結果を整理・分析する経過上で情報を補完する必要

がある場合に既存資料やデータを収集。

それ以降、調査結果との既存データについて差異が発生し

ている場合には、原因を追究し、そのどちらを採用するか

について検討

補足資料の収集

「インタビューシート」に基づくインタビューの実施を行い、

「問題点・ニーズ調査票」の回答内容の確認を行い、調査

以降の課題点の分析等を行なうために不足している内容

や調査票に未記入である部分の確認及び調査票の回答か

らは読み取れない内容を補完

インタビュー

「問題点・ニーズ調査票」は、関係部署に対して配付し、回

答記入後に回収

「問題点・ニーズ調査

票」の配布・回収

事前調査として、システム基本情報及びITコスト調査を実

施。また、インタビューのために、事前記入形式の「問題

点・ニーズ調査票」及びインタビュー時使用の「インタビュー

シート」を作成

事前調査・「問題点・

ニーズ調査票」作成

調査の作業内容

現行業務・システムの現状調査には、現行システムの可視化手法として、ＡＰＭ（アプリ

ケーションポートフォリオマネジメント）手法注注11を使い、更に現行業務・システムの問題点・
ニーズを明確化するために、「問題点・ニーズ調査票」を担当課に事前配付・記入してもら

い、インタビュー（ヒアリング）により内容を把握しました。注1） ＡＰＭ （アプリケーションポートフォリオマネジメント）手法アプリケーションを多角的な観点から評価することで、現行システムのビジネス・業務への貢献度、技術の優良度の「現状把握」と「見える化」を行う
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２．現行業務・システムの評価

２－１．ポートフォリオ分析注注１１リオポートフォリオチャート

0
50
100

0 50 100優良優良技術優良度技術優良度
施献施献行政施策貢献度行政施策貢献度

（評価）

① 行政施策貢献度は、人事給与、町県民税が低く、年金、戸籍、収滞納、固定資産税、

宛名管理が高くなっています。全般的に行政施策貢献度は高い傾向にある。特に、

経営戦略反映度、法制度対応、稼動リスクの評価が高くなっています。

人事給与は内部事務の業務特性により、 住民サービスに直結していないことから

行政施策貢献度が低く評価されています。

② 技術優良度は、町県民税、法人住民税、国保（賦課）、収納・滞納管理、軽自動車税

が低くなっており、住基ネット、印鑑登録、人口統計が高くなっています。

相対的に税業務については、技術優良度が低めに評価されていますが、その要因と

しては、信頼性と使用性が他業務と比較して低いことが考えられます。

③ 総合的に、町県民税については、行政施策貢献度が５０％を下回り、かつ技術優良

度が３０％程度であり、課題があるものと判断できます。また、法人住民税と国保（賦

課）については、 行政施策貢献度が５０％ラインにあり、 技術優良度が４０％程度と課

題を内在 させていると思われます。注1）ポートフォリオ分析……サービスの満足度の関係性や強さを4象限マップで明らかにする分析手法。チャートの見方については、「別紙１．ポートフォリオ分析について」を参照



６

３．現行業務・システムの課題

３－１．抽出された課題

現行業務・システムの現状調査を踏まえて抽出された課題を整理すると、次のとおりと

なります。

注1）ITガバナンス ………… ITへの投資・効果・リスクを継続的に最適化する為の組織的な仕組み注2）BCP(業務継続計画) … business continuity plan(業務継続計画)の略で、緊急事態発生時、業務を継続、ないし早期再開するために、事前に策定される行動計画注3）ハングアップ …………コンピュータが操作を受け付けなくなる状態

評価軸 補助軸 評価項目 課題 内容経営戦略反映度 - -利用部門ニーズ反映度 ITガバナンス注１の強化 各業務の要望について、全町的にとりまとめ・調整する機能がない。費用対効果の指標などITガバナンスの方針を明確にする必要がある。経営者アプリケーション効果認知度 - -財政貢献度 - -業務ノウハウの継承 業務マニュアルを含め、業務ノウハウの継承の仕組み作りが必要である。行政経営の意思決定への情報提供 行政経営の意思決定に対する情報提供にシステムを活用する仕組み作りが必要である。担当課間の個人情報提供・共有 所得情報や資格情報の担当課間での個人情報提供・共有の仕組み及びルールを確立する必要がある。外字運用の見直し 外字の表示や検索及び作成の運用に煩雑さがあり、仕組みや役割分担の見直しが必要である。住民満足度向上 新たな住民サービス提供 新たな住民サービスの検討が必要である。職員満足度向上 アウトソーシングの検討 大量帳票出力などの作業が職員に負荷となっており、アウトソーシングの方向性を検討することが必要である。サービス力 新たな住民サービス提供 新たな住民サービスの検討が必要である。社会保障制度改定 今後の社会保障制度改定の動向を見極めて、システムの改修、入れ替えを行う必要がある。外国人住民制度 平成２４年度施行に向けたシステムの改修を平成２３年度に行う必要がある。ミッションクリティカル性 BCP(業務継続計画）注注２２の策定 万一のシステム停止などに備えたBCP（業務継続計画）の策定が必要である。関連機関・事業者への影響 同上 同上稼動リスク - -方針 方針整合性 ＩＴ方針の策定 明文化されたIT方針がないため、明確化が必要である。先進性 - -ハングアップ注注３３、レスポンス低下などの障害管理 窓口業務のハングアップやレスポンス低下が発生しており、再起動などで復旧はしているが、根本的な原因が判明していない。障害の原因及び対処方法など管理の見直しが必要である。町県民税の対応 町県民税については、業務に支障をきたす障害が多く発生しており、かつＳＥサポートも不十分と認識されている。システムの品質面及びＳＥサポート面での対策が必要である。使用性 SE対応処理の整理 当初賦課処理やデータ修正処理などSEが対応する必要がある処理が多く存在する。SE対応がなしでは業務ができない状況にあり、SE対応処理の洗い出しと整理が必要である。継続性 国保（賦課）の対応 国保（賦課）については、当初カスタマイズ部分の法改正対応などの改修が非常に困難になっている。今後の国保改正に対する対応を検討する必要がある。安全性 セキュリティルールの確立 セキュリティポリシーはあるが、日々のセキュリティチェックなどのルールがなく、ウィルスチェックやＷｉｎｄｏｗｓ Ｕｐｄａｔｅなどの具体的なルール策定と実施が必要である。保守性 運用保守の見直し 運用保守の範囲及び担当課/情報推進係/ベンダーの役割分担があいまいな部分が多くあり、全体的に見直す必要がある。移植性 - -
技術 効果 信頼性

リスク

行政施策
方針
効果 業務プロセス貢献

法/制度対応性
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３－２．課題解決の方向性

抽出された課題の解決の方向性と、組織またはシステムによりそれぞれ対応する内容に

ついては、以下のとおり考えられます。

注1）ナレッジシステム….現場で得られたノウハウ・知見（Knowledge)を蓄積し共有することによって業務の効率化を図るシステム

課題 内容 解決の方向性 組織対応 システム対応 対応時期ITガバナンスの強化 各業務の要望について、全町的にとりまとめ 調整する機能がない。費用対効果の指標などITガバナンスの方針を明確にする必要がある。 今後の情報化計画の中で明文化を検討する必要がある。 ＩＴガバナンスガイドラインを参考にしながら、段階的に明文化する。 - 平成２２年度から段階的に業務ノウハウの継承 業務マニュアルを含め、業務ノウハウの継承の仕組み作りが必要である。 次期システム導入時に業務マニュアルなどを作成し、蓄積 共有の仕組みを作る 業務マニュアルなどの作成 ナレッジシステム注１などの構築 平成２３年度以降行政経営の意思決定への情報提供 行政経営の意思決定に対する情報提供にシステムを活用する仕組み作りが必要である。 ＥＵＣ機能注注２２の活用により、原課で資料作成をする。 ＥＵＣ機能の理解とエクセルなどにスキル習得 ＥＵＣ機能の見直し 原課への説明 平成２３年度以降担当課間の個人情報提供 共有 所得情報や資格情報の担当課間での個人情報提供共有の仕組み及びルールを確立する必要がある。 所得情報や資格情報の管理元と情報提供 共有のルールを明文化する。必要に応じて、仕組みを確立する。 所得情報や資格情報の担当課間での情報提供 共有のルールを確立する。 左記ルールに基づき、必要に応じて仕組みを確立する。 平成２２年度外字運用の見直し 外字の表示や検索及び作成の運用に煩雑さがあり、仕組みや役割分担の見直しが必要である。 現状の外字運用の詳細を調査し、外字環境及び運用の問題点を洗い出し、解決策を検討する。平成２４年施行の外国人住民票を踏まえ、平成２３年度中に実施をする必要がある。 外字運用プロセスの最適化 外国人住民票導入に合わせ、外字の同定及び外字データライブラリを導入し、外字作成作業を削減する。 平成２３年度新たな住民サービス提供 新たな住民サービスの検討が必要である。 行政施策と整合性をとった住民サービスを検討する。 行政施策と整合性をとった住民サービスを検討する。 左記検討に合わせシステムを構築する。 平成２３年度以降アウトソーシングの検討 大量帳票出力などの作業が職員に負荷となっており、アウトソーシングの方向性を検討することが必要である。 外部委託可能な処理の洗い出しと作業マニュアルの整備を検討する必要がある。費用対効果の検討も合わせて行う必要がある。 外部委託可能な処理の洗い出しとマニュアルの整備を行う。 アウトソーシングする処理に必要に応じて処理を見直す 平成２３年度以降社会保障制度改定 今後の社会保障制度改定の動向を見極めて、システムの改修、入れ替えを行う必要がある。 システム最適化方針として、ＰＫＧ適用（バージョンアップを含む）で対応する。 社会保障制度改定の動向の見極め PKG適用（バージョンアップを含む） 平成２３年度以降随時外国人住民制度 平成２４年度施行に向けたシステムの改修を平成２３年度に行う必要がある。 システム最適化方針として、ＰＫＧ適用（バージョンアップを含む）で対応する。 ＰＫＧ適用（バージョンアップを含む）に向けた準備 PKG適用（バージョンアップを含む） 平成２３年度BCP(業務継続性計画）の策定 万一のシステム停止などに備えたBCP（業務継続性計画）の策定が必要である。 ＩＴ方針策定とともに、段階的にＢＣＰを策定する。 段階的なＢＣＰ策定 - 平成２３年度以降ＩＴ方針の策定 明文化されたIT方針がないため、明確化が必要である今後の情報化計画の中で明文化を検討する必要がある。 情報化計画の中で明文化する - 平成２２年度ハングアップ、レスポンス低下などの障害管理 窓口業務のハングアップやレスポンス低下が発生しており、再起動などで復旧はしているが、根本的な原因が判明していない。障害の原因及び対処方法など管理の見直しが必要である。 運用保守の見直しの中で、インシデント管理注注33から障害管理まで一貫した運用保守プロセスを確立することが必要である。障害調査の手法なども検討する必要がある。 運用保守の見直しの中で、インシデント管理から障害管理までプロセスを確立する 必要に応じて、管理ツールを検討する。 平成２２年度町県民税の対応 町県民税については、業務に支障をきたす障害が多く発生しており、かつＳＥサポートも不十分と認識されている。システムの品質面及びＳＥサポート面での対策が必要である。 次期システム(ＰＫＧバージョンアップ注注注注44を含む）で、システム品質を向上させ、ＳＥサポートの見直しを行う ＰＫＧ適用（バージョンアップを含む）に向けた準備 PKG適用（バージョンアップを含む） 平成２３年度SE対応処理の整理 当初賦課処理やデータ修正処理などSEが対応する必要がある処理が多く存在する。SE対応がなしでは業務ができない状況にあり、SE対応処理の洗い出しと整理が必要である。 運用保守の見直しの中で、業務運用の位置づけで業務単位でSE対応作業を洗い出し、作業調整などの仕組みを検討する必要がある。 運用保守の見直しの中で、業務運用の位置づけでＳＥ対応作業を洗い出し、作業調整などの仕組みを確立する。 - 平成２３年度国保（賦課）の対応 国保（賦課）については、当初カスタマイズ部分の法改正対応などの改修が非常に困難になっている。今後の国保改正に対する対応を検討する必要がある。 次期システム（ＰＫＧバージョンアップを含む）で、極力ノンカスタマイズ適用を実施し、法改正対応もＰＫＧ適用で対応する。 ＰＫＧ適用（バージョンアップを含む）に向けた準備 PKG適用（バージョンアップを含む） 平成２３年度セキュリティルールの確立 セキュリティポリシーはあるが、日々のセキュリティチェックなどのルールがなく、ウィルスチェックやＷｉｎｄｏｗｓ Ｕｐｄａｔｅ注注55などの具体的なルール策定と実施が必要である。 ウィルスチェックやＷｉｎｄｏｗｓ Ｕｐｄａｔｅなどのセキュリティチェックのルールを早急に立案し、実行することが必要である。自動化の仕組みを検討することも必要である。 セキュリティチェックのルールを確立し、実行する。 必要に応じて、チェックツール、管理ツールを検討する。 平成２３年度運用保守の見直し 運用保守の範囲及び担当課/情報推進係/ベンダーの役割分担があいまいな部分が多くあり、全体的に見直す必要がある。 現状の運用保守の可視化をし、共通認識を図ることが必要である。次に、IT方針に基づき、あるべき姿に段階的に見直すことが必要である。 運用保守の作業体系から役割分担を明確にする。アウトソーシングを含め、あるべき姿を検討する。 - 平成２３年度
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また、共通課題を整理すると、次の５つのグループに大別されます。

ＩＴ方針策定セキュリティルールの確立担当課間の個人情報の提供・共有
外国人住民制度対応外字運用の見直し個別業務課題の対応社会保障制度改定の対応

ＳＥ対応処理の整理運用保守プロセスの見直しアウトソーシングの検討外字運用の見直し

運用保守コスト最適化のための業務見直し

システム最適化のためのシステム 見直し

業務ノウハウの蓄積・継承
新たな電子行政サ ス提供新たな電子行政サービス提供

行政経営意思決定への情報提供

担当課職員のノウハウ蓄積・継承のための仕組み作り

継続的な最適化のための組織的仕組み作り

運 保守 見 し運用保守業務の見直し 電子自治体拡充のためのシステム追加

ＩＴガバナンスの強化
ＢＣＰ策定

注2）ＥＵＣ機能…………一般ユーザーが生産性の向上をめざし、コンピュータを使い簡単にデータベースを検索・抽出する機能注3）インシデント管理….ＩＴｻｰﾋﾞｽの利用者が何らかの理由により業務が遂行できない状態をいかに早く解決し、業務を続けられるようにするかを支援すること注4）ＰＫＧﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟ…PKGはﾊﾟｯｹｰｼﾞの略称であり、ﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟは既存のものを新しいものに置き換えること注5）Windows Update…Windowsを更新しシステムを最新の状態に保つためのオンラインサポート機能


